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第一部　港湾関係事業

① 国際海上コンテナ輸送等の効率化

イ）スーパー中枢港湾プロジェクトの推進
アジアの主要港を凌ぐコスト・サービス水準の実現を目標に、官民一体でＩＴ化等の施策を先導的・実

験的に展開し、次世代高規格コンテナターミナルの形成を図るスーパー中枢港湾プロジェクトを推進する。

平成18年度は、港湾の国際競争力を強化することを目的として、次世代高規格コンテナターミナルの

形成を支援するとともに、埠頭公社の改革によるターミナルの管理運営効率化支援のための新規制度の創

設等を行う。 （神戸港等）

●次世代高規格コンテナターミナル形成支援のための既存制度の拡充等
・港湾機能の高度化に資する施設整備のための補助制度（鉄道積替施設）〔その他施設費〕〔国費：0.8億円〕
・内航フィーダーコンテナ輸送の利用促進に向けた社会実験の実施（海事局との連携）〔行政経費〕〔国費：0.2億円〕

地方部へ 

他港へ横持ち輸送 
水深16m水深16m

奥行き500m以上 奥行き500m以上 
延
長
1,
00
0m
以
上
 

高規格荷役機械等 
共同デポ 

内航フィーダー 
コンテナ輸送の 
効率化 

コンテナターミナルの管理運営効率化 
のための埠頭公社の改革 

  24時間フルオープン支援施設 
（複合管理棟・夜間検査施設等） 

ターミナルシステムの統合・ 
大規模化、ＩＴ化等 

鉄道積替施設 鉄道積替施設 

○事業費633億円（対前年度比1.38）、国費385億円（対前年度比1.36）

1 物流改革の推進『活力』

【埠頭公社ターミナルの管理運営効率化及び次世代高規格コンテナターミナルの形成イメージ】
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○ 埠頭公社コンテナターミナルが取扱う外貿コンテナ貨物は、
　 全国の約6割、スーパー中枢港湾の約7割を占める。

◎ スーパー中枢港湾施策実現のためには、埠頭公社ターミナ
　 ルにおけるコストの低減と円滑なサービスの実現が必要。

国土交通省港湾局調べ

●埠頭公社の改革によるターミナルの管理運営効率化支援のための新規制度の創設等
・埠頭公社の民営化に伴う無利子貸付制度及び償還額の平準化、税制特例措置等

【外貿埠頭公社の外貿コンテナ貨物の取扱状況】
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○民営化会社立ち上げ時の資金収支が 
　改善されるため、経営安定化に寄与。 

○償還額の一部が後年度にシフトする 
　ため、償還総額の現在価値が減少。

【無利子貸付金の未償還額の平準化（イメージ）】



中枢国際港湾 

高規格幹線道路 

国土交通省港湾局作成 

○中枢国際港湾：東京湾、伊勢湾、大阪湾、 
　　　　　　　　北部九州の4地域 
○中核国際港湾：北海道、日本海中部、 
　　　　東東北、北関東、駿河湾沿岸、 
　　　　中国、南九州、沖縄の8地域 

伊勢湾 
東京湾 

大阪湾  

北部九州 

国土交通省港湾局作成 

中枢国際港湾
中核国際港湾
その他

7.5％  
（1,135千TEU）

  6.6％
（986千TEU）

国際海上コンテナ取扱状況（2004年速報値）

国土交通省港湾局調べ

85.985.9％
（12,93412,934千TEU）

85.9％
（12,934千TEU）

中枢・中核国際港湾で
93.4％を受け持つ
（14,069千TEU）
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Ⅱ．重点事項

ロ）中枢・中核国際港湾と国際幹線航路の整備
●中枢・中核国際港湾の整備
我が国港湾が、産業の国際競争力と国民生活の安定を今後とも支えることができるよう、中枢・中核

国際港湾において国際海上コンテナターミナルを重点的に整備し、基幹航路における我が国のゲートウェ
イとしての機能強化や、アジア地域における物流ネットワークの充実を図る。 （博多港、清水港等）

●国際幹線航路の整備
浅瀬等が存在するため航行に支障のある主要国際幹線航路の整備及び保全により海上ハイウェイネッ

トワークを構築し、大型船舶の航行を可能とすることによる物流コストの低減と、安全かつ安定的な海上
輸送ネットワークの確保を図る。 （東京湾口航路等）

指標：国際海上コンテナ貨物等輸送コスト低減率【（H14）→H14比2.1％減（H16）→H14比5％減（H19）】

○事業費1,001億円（対前年度比1.16）、国費626億円（対前年度比1.09）

指標：船舶航行のボトルネック解消率【75％（H12）→81％（H16）→90％（H18）】

○事業費178億円（対前年度比0.90）、国費178億円（対前年度比0.90）

阪神港（神戸港）［PI（第2期）地区］国際海上コンテナターミナル（水深16m岸壁等）新規着工
神戸港PI（第2期）地区

国際海上コンテナターミナル
（水深16ｍ岸壁等） 

1．事業の概要
総事業費：306億円
＜港湾整備事業費306億円（うち国費192億円）＞
事業期間：Ｈ18～Ｈ23
整備施設：岸壁（水深16m）等

2．事業の効果
我が国最大となる水深16mを有する国際海上コンテナターミ

ナルを新たに整備することにより、積載能力8,000TEUを超える
コンテナ船の入港が可能となり、物流コストの低減と国際競争
力の強化が図られる。

博多港［IC地区］国際海上コンテナターミナル（水深15m岸壁等）新規着工
博多港IC地区

国際海上コンテナターミナル
（水深15ｍ岸壁等） 

1．事業の概要
総事業費：339億円
＜うち港湾整備事業費220億円（うち国費141億円）＞
事業期間：Ｈ18～Ｈ22
整備施設：岸壁（水深15m）等

2．事業の効果
水深15mを有する国際海上コンテナターミナルを、既存ター

ミナルと連続し新たに整備することにより、増加するコンテナ
貨物や船舶の大型化への対応が可能となり、物流コストの低減
と国際競争力の強化が図られる。
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第一部　港湾関係事業

② 東アジア「準国内」物流システムの構築

イ）港湾ロジスティクス・ハブの形成
経済のグローバル化に対応し、国際競争力強化及び環境負荷軽減を図るため、中枢・中核国際港湾のコ

ンテナターミナル背後において、港湾物流高度化基盤施設（高度荷さばき施設及び附帯する基盤施設）の整

備を支援し、流通加工機能等の高度な物流サービスを提供する港湾ロジスティクス・ハブ（物流結節点）の

形成を推進する。

●港湾物流高度化基盤施設（高度荷さばき施設及び附帯する基盤施設）に対する無利子貸付制度の創設
指定特定重要港湾　　　　　：国30％、港湾管理者30％

その他の中枢・中核国際港湾：国20％、港湾管理者20％
貸付比率

港湾ロジスティクス・ハブ 

大消費地、産業集積地等 

中枢・中核国際港湾の 
コンテナターミナル 

海外の生産拠点等 海外の生産拠点等 

（　　　　　　　　　　 ）  

港湾物流高度化基盤施設 
高度荷さばき施設 
及び附帯する基盤施設 

【港湾ロジスティクス・ハブのイメージ】

中国 

韓国 

Ｃ国 

Ｄ国 

対東アジア物流の準国内輸送化 

【小口貨物積替円滑化支援施設】 

海上輸送 

海上輸送 

●小ロット輸送によるコスト増 

●輸送の迅速性が喪失 
背後の産業 

背後の産業 

輸送の小口化 新たな物流体系に対応した港湾のイメージ 

※在庫を貯めてコンテナに仕立てる。 

混載 

低頻度 

海上輸送 

コンテナターミナル 

コンテナターミナル 

我が国港湾 
コンテナターミナル 

背後の産業 効果： ①輸送頻度の増大 
 ②輸送コストの低減 

ロ）対東アジア物流の準国内輸送化がもたらす新たな物流体系への対応
対東アジア物流の準国内輸送化がもたらす新たな物流体系に対応して、貨物の海上輸送と他の輸送モー

ドの接続を円滑に行うための小口貨物積替円滑化支援施設（小口積替デポ）を整備し、スピーディでシーム

レスな、国際・国内一体となったSCMコリドーの構築を図る。〔その他施設費〕〔国費：0.7億円〕（博多港等）
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Ⅱ．重点事項

ロ）港湾運送事業の規制緩和の実施
港湾運送事業の規制緩和については、平成12年に特定港湾（主要9港※）において先行実施され、平成

17年の港湾運送事業法の一部改正（平成18年5月までに施行）により全国の指定港（94港）へ拡大される。

港湾運送事業の規制緩和の着実な実施を図るため、港湾運送事業への規制緩和の影響を調査するととも

に、規制緩和後の港湾運送の安定化を図るための調査検討を行う。〔行政経費〕〔国費：0.1億円〕

※主要9港：千葉港、京浜港、清水港、名古屋港、四日市港、大阪港、神戸港、関門港、博多港

③ 港湾サービスの高度化・活性化

イ）港湾の情報化の推進
物流の効率化とセキュリティ強化に資するため、電子情報の授受における標準項目やフォーマットなど

の共通ルール（港湾物流情報プラットフォーム）の構築、港湾物流情報プラットフォームと連携した空コン

テナの流通効率化及び電子タグ等高度なＩＴを活用したセキュリティ強化策に取り組み、港湾の情報化の

推進を図る。〔行政経費〕〔国費：0.9億円〕

・港湾物流情報プラットフォームの実現に向けた共通ルールのモデル構築

・空コンテナの流通効率化システムの実現可能性に関する検討

・電子タグ等を活用したセキュリティ対策等に関する普及支援方策の検討

平成17年 
港湾運送事業法の一部改正 

平成12年 
港湾運送事業法の一部改正 

全国一律の規制体系へ 

「規制改革・民間開放推進3か年計画」（平成16年3月19日閣議決定）に基づき、 
事業者間の競争を促進し、事業の効率化や多様なサービスの提供を図る観点から 
「特定港湾（主要9港）以外の港湾における港湾運送事業の規制緩和」を実施 

港湾運送事業の規制緩和を全国の指
定港湾（計94港）に拡大 
・事業参入：免許制→許可制 
　　　　　  （需給調整規制の廃止） 
・運賃・料金：認可制→事前届出制 

特定港湾の港湾運送事業に 
ついて規制緩和を先行実施 
特定港湾の港湾運送事業に 
ついて規制緩和を先行実施 

港湾物流情報プラットフォーム 標準フォーマット等により容易に相互接続 

電子情報の流れ 

海貨・通関業 ターミナル 船社 陸運 

　リードタイム短縮により荷主の競争力を強化 
　トレイサビリティ確保等によりセキュリティを強化 
　業者間の情報の共有により物流コストを低減 

貨物の動き 

電子タグとの連携 
・貨物情報 
・セキュリティ情報 
・トレイサビリティ 
・電子シール　等 

荷主 

効
　
果 

【港湾の情報化の推進】

【港湾運送事業の規制緩和】


